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論 文 内 容 の 要 旨 
中村 都氏は本学創造都市研究科に『シンガポールにおける国民統合』（法律文化社）を提出し、論
文博士の学位を申請した。以下、論文内容を紹介してみよう。 
本書の目的は、シンガポールの国民統合を、同国政府による制度とイデオロギーの構築のみになら
ず、国家と社会の相互関係において探ることである。同国政府は国民統合を国家の存続＝政権の安定
と経済成長の実現に不可欠と位置づけ追求し続けてきた。とくに冷戦終結後、国民統合の重要性が民
族紛争の多発や格差の拡大など、世界中で高まっていることから、本書の研究が他の多民族国家の国
民統合に資するものと考えられる。 
まず、第1章「生活空間の国民化」では政府が国土を全面的に改造して高層集合住宅と工業団地を
整備し、大多数の国民が政府の住宅で生活することによって政府管理の地域社会を創成した事実が指
摘されている。また、学校教育の普及と学校空間での国歌などによる子供たちの国民化、経済開発に
動員しうる労働力の創出とその定着を論じている。重要な点は国営住宅での生活と生活様式の共通化
によるシンガポール国民創出への地ならしという点である。 
次に、第2章「言語と思考の国民化」では英語を軸に民族母語も学ぶ二言語教育の結果と価値教育、
国民教育を論じている。二言語教育によって英語は国民の共通語となり国民統合が進み、実利・実力
主義も人々に浸透したが、同時に英語力による社会の階層化が進み、英語・民族母語双方の水準の低
下、非「アジア的価値」の浸透、経済力を持つ層の国外への移住に結果した。否定的側面への対策で
ある価値教育は功を奏していない。国民教育は英語力によって階層化された人々にシンガポール人で
あることを誇りに思い、シンガポールという一つの国家への愛国心を持たせる試みである。本章での
論点は、英語の社会的な導入のプラスとマイナスが更なる対策の必要を生ぜしめているということで
ある。 
続く第3章「国民意識の強化」では上述の問題点を克服するための諸策――共通の意識・記憶を持
たせるためのナショナル・デー・パレードと戦争・占領の展示、個人的・国家的プラスを織り込んだ
家族計画と「よい英語を話そう」運動――を論じた。ここでの主要な点は、主要な政策が必ずしも政
府の意図通りに進んではいないということである。 
終章では、上述の政策に対するシンガポール国民の反応、政府の抑圧的な行動などを非政府系資料
からも集め、A.O.ハーシュマンの「離脱・発言・忠誠モデル」を使い、今後のシンガポールの国民
統合のあり方を検討している。とくに政府が否定するシングリッシュは国民統合に貢献しうる材料で
あることを論じている。 
本書の結論は次のようである。持続可能で、より望ましいと考えられる社会とは政府と国民が信頼
関係にある社会であり、シンガポールに適合した、可能な限り政治的自由や権利が保障されるような
政治文化を持つ社会を構築することがよりよい国民統合をもたらすであろうということである。以上
が本書の概要である。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本書の特徴は次の 2 つある。第1 は利用した資料の新しさであり、第2 は言語・教育を中心とす
る改革および意識変革の試みと、生活基盤となる住宅の供給を、国民統合に向けての不可分の政策と
して分析した点である。 
シンガポール研究には二つの流れがある。ひとつは言論の自由に制限があるシンガポール国内にお
いて、同国政府・政府関係機関などを出所とする資料に基づく研究であり、もうひとつはシンガポー
ル国外における、政府系・非政府系双方の資料に基づく研究である。本書は後者に属し、政府の政策
とその影響に対して批判的検討を加えることのない前者と対置される研究である。また、日本の主要
なシンガポール研究（田中恭子、田村慶子、岩崎育夫による）と異なり、非シンガポール政府系の資
料を多く利用している点においても区別される。これらの資料は公的と形容しうる見方を補い、ある
いはそれらに修正を迫るものとして極めて大きな意義を持つといえる。 
シンガポール研究はその著しい経済成長と関連して経済研究に重心があり、政治・社会の実証的研
究は稀である。その国民統合をめぐっては言語・教育政策（英語の基軸言語化や「華語を話そう」運
動など）からの研究が多く、学際的な研究は少ない。Chua（1997）は住宅供給がシンガポール政治
において持つ意義を踏まえて社会建設を研究している。また、Hill & Lian（1995）は国家独立の経
緯を出発点として国籍を軸にエスニシティ、多文化主義、住宅政策、準政治組織などによる国民の形
成と政治を検討している。さらに、田村（2000）は「華」の排除とジェンダーという視点から国家
建設を論じ、国民統合に接近している。これらの先行研究は国民統合の制度的側面を中心に論じ、制
度に直接関わる人々の意識や行動に同じ重みを置いているわけではない。しかし、政策は常に国家の
意図通りに受け入れられるとは限らず、社会との相互作用によって変更、あるいは転換した場合もあ
る。したがって、国民統合に関わる制度を検討するのみならず、それらの制度に直接関わりを持つ人々
の意識や行動を非シンガポール政府系の資料も利用して把握し、国家と社会の相互関係からシンガポ
ールの国民統合を考察することの意義は極めて大きいと言うことができる。 
本書は、以上のように、非シンガポール政府系の資料を多数使用しながら、国民統合という観点か
らシンガポールの現状を分析した、優れた実証研究である。多くの資料を使い、国民統合の実態を解
明した点は高く評価してよい。 
また、次の点も指摘しておきたい。シンガポールは管理主義的政治体制のもと、その検閲は海外に
もおよぶことから、その政府・国家に対する調査・研究を続けている上で研究結果の公表において強
い制約がある。そのような条件下で中村氏は、客観的に現在のシンガポールにおける国民統合問題を、
住宅、教育・言語、日常生活の多面にわたり極めて詳細に研究をかさねてきており、この点は高く評
価できるものである。 
本書は、以上のようにシンガポールにおける自由な研究の欠如という現状のなかで、通常は困難な
ヒアリングを行い、貴重なデータも入手し調査・研究している。本書は当該テーマにおける今後の「定
本」となるような内容をもっている。したがって審査委員会は、中村氏の著書を論文博士の学位を授
与するに値するとの結論を得た。 
